
米国のインスティテューショナル・リサーチ（IR）業務の実態を
整理する：説明責任，改善支援，通常業務，臨時業務の観点から

Four-Quadrant Framework for Analyzing Institutional Research Projects in the 
United States: Through the Scope of Accountability, 
Improvement, Routine, and Ad-hoc Basis Work

本田　寛輔，浅野　茂，嶌田　敏行

HONDA Hirosuke, ASANO Shigeru, SHIMADA Toshiyuki

大学評価・学位研究　第16号　平成26年11月（研究ノート・資料）
［独立行政法人大学評価・学位授与機構］

Research on Academic Degrees and University Evaluation, No. 16 (November, 2014) [the essay / material]
National Institution for Academic Degrees and University Evaluation



１．はじめに……………………………………………………………………………………………………… 65

２．先行文献の論評……………………………………………………………………………………………… 66

2.1.　IR機能の再確認 ………………………………………………………………………………………… 66

2.2.　IR業務の実施状況 ……………………………………………………………………………………… 67

３．研究の設計…………………………………………………………………………………………………… 68

3.1.　研究の目的と問いの設定 ……………………………………………………………………………… 68

3.2.　四象限の分析枠組み …………………………………………………………………………………… 68

3.3.　研究の手法 ……………………………………………………………………………………………… 69

3.4.　訪問調査大学の概要 …………………………………………………………………………………… 69

４．米国の大学の事例分析……………………………………………………………………………………… 70

4.1.　州立 A遠隔教育大学 …………………………………………………………………………………… 70

4.2.　私立 B教養教育大学 …………………………………………………………………………………… 70

4.3.　私立 C工科大学 ………………………………………………………………………………………… 71

4.4.　州立 Dコミュニティ・カレッジ ……………………………………………………………………… 72

4.5.　州立 E研究大学 ………………………………………………………………………………………… 72

５．調査結果の分析と考察……………………………………………………………………………………… 73

5.1.　四象限分析の集約 ……………………………………………………………………………………… 73

5.2.　学内の改善を支援する IR業務………………………………………………………………………… 74

5.3.　学生調査の有効性 ……………………………………………………………………………………… 75

６．四象限分析の制約と今後の研究への示唆 ………………………………………………………………… 76

７．四象限の分析枠組みを実務面で活用する可能性………………………………………………………… 77

参考文献…………………………………………………………………………………………………………… 78

ABSTRACT ……………………………………………………………………………………………………… 81



米国のインスティテューショナル・リサーチ（IR）業務の実態を
整理する：説明責任，改善支援，通常業務，臨時業務の観点から

本田　寛輔＊，浅野　茂＊＊，嶌田　敏行＊＊＊

要　旨

　日本の高等教育界では，米国のインスティテューショナル・リサーチ（以下 IR）に対する関心と期待が

高まっている。取り分け，大学評価担当者の多くは米国 IRを参考に，評価業務で集約したデータ分析を学

内の改善に役立てようとしている。ところが，日本でこれまで紹介されてきた IR機能の分類はあくまでも

総論的な概念整理であり，具体的に「どのような IR業務が学外の報告や学内の改善に資するか」という知

見を十分に提供できずにいた。そこで，筆者らは IR業務自体を分析対象とする独自の四象限の枠組みを構

築し，米国の５つの大学の訪問調査を実施した。調査結果では，「学外への説明責任」に係る「通常業務」

として連邦政府や州政府への報告が挙げられた。「学内の改善支援」に係る業務は学生の在学継続率の分析

が多く，学習成果の診断，戦略計画，学生調査などは複数の象限に分類され，訪問した大学の間で確固と

した業務形態が確立していない状況が読み取れた。また，米国の IR部署は学内外の報告業務を実施する中

で作成したデータを，戦略計画，学習成果の診断，競合校との比較分析の業務で学内の改善を支援してい

ることが明らかになった。

キーワード

　米国高等教育，インスティテューショナル・リサーチ，訪問調査，業務分類，改善，説明責任

１．はじめに

　IRに係る政策の背景を概観してみよう。2004年

に認証評価制度と国立大学法人評価制度が導入さ

れて以来，文部科学省や認証評価機関は大学に対

して証拠（Evidence）の明示や数値目標の設定を強

調してきた（旺文社情報教育センター2004，国立

大学法人評価委員会2004，大学基準協会2011，日

本高等教育評価機構2012）。更に，2008年の中央教

育審議会の『学士課程教育の構築に向けて（答申）』

では，大学経営をめぐる課題が高度化，複雑化す

る中で「大学の諸活動に関する調査データを収集・

分析し，経営を支援する」為の IRとその担当職員

を養成する必要性が提示されている（中央教育審

議会2008，沖・岡田2011）。

　こうした政策の流れの中で，大学側では米国 IR

への期待が高まっている。例えば，IDE大学協会は

2011年に『大学評価と IR』の特集を組み，その背

景を次のように述べている。認証評価と法人評価

の第１周期では，多くの大学が評価の対応にばか

り追われた嫌いがある。評価を自大学の教育研究

や管理運営の改善にどう役立てるのかという視点

が見失われているとの反省が，IR登場の背景にあ

るようだ（IDE大学協会2011，４頁）。同じような

状況は，全国約100の高等教育機関から300名以上

の会員数を有する大学評価コンソーシアムの各種

報告書からも読み取れる。要約すれば，多くの大

学評価担当者は学内のデータを改善につなげる為

の解決策を見出そうと，米国 IRの具体的な業務事

例に高い関心を示している（大学評価コンソーシ

アム2013）。

　日本の先行研究では，米国 IRの実態について
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様々な報告がある。米国 IRの成功事例が取り上げ

られる一方で，限界も指摘されている（加藤・鵜

川2009，金子2011）。例えば，IRの Rについては，

実際のところ Researchは限られ，Reportに忙殺

されている。特に小規模大学ではその傾向が強い

（小湊2011b，本田2011）。また，IR業務の最大の課

題は，「副学長に報告書を読んでもらうことだ」と

いう報告もある（金子2011，７頁）。

　以上をまとめると，日本の評価担当者の多くは

米国 IRの「改善支援業務」に期待し，対照的に幾

つかの先行研究は IRが「報告業務」に留まる現実

を指摘している。これを別の観点で捉えると，米

国 IR部署は改善支援の業務だけに従事している

のではなく，報告業務のみに終始しているわけで

もない。いわば，両者は業務量でバランス関係に

あると考えられる。それでは，米国IR部署は其々

の業務をどのように遂行しているのだろうか？こ

の問いに対し，既存の研究や報告は IR業務を機能

や役割として単に列挙することが多い（例えば，

沖・岡田2011，柳浦2009，Delaney 1997，Thrope 

1999）。そこで，本研究は各種 IR業務が「改善支

援」と「説明責任（報告）」のどちらの目的で実施

されているのかに注目し，整理する四象限の枠組

みを構築した。これを共通枠組みとして，異なる

大学の IR部署の業務を分析し，大学間の比較を試

みる。

２．先行文献の論評

　日本の先行研究は教学改善，学習調査，経営管

理，データベースといった各種領域で，データ分

析により学内の政策立案や意思決定を支援する

IRの事例を紹介してきた（高田他2011，中嶋2010，

林2009，山田2009，2011，柳浦2011）。ところが，

それらの情報が断片的であったり（林・井田2012），

IRの概念や米国の実態がわからないまま（IDE大

学協会2011，４頁），言葉だけが独り歩きしている

状況が見受けられた。更には，米国の成功例の紹

介に偏り，IR本来の姿や多様性を離れ，特定の機

能や組織形態が過度に強調される傾向もある（加

藤・鵜川2009，240頁）。

　米国の先行研究は，IR像やその役割を IRの定

義，歴史，部署の規模，部署の使命，人材（学歴

など），技能，知性，業務，有効性という様々な観

点から捉えようとしてきた（スウィング2005，

Leimer 2009，Presley 1990，Terkla 2008，Thrope 

1999，Volkwein 1990, 1999, 2008）。これらの中で，

歴史や人材の部分は日本の先行研究で一定の蓄積

があるので他に譲り（沖・岡田2011，小湊2011a，

小湊・中井2007，高田他2012），本節は IR機能と

業務の実施状況の分析に焦点を当てる。

2.1．　IR機能の再確認

　日本の先行研究では，Saupe（1990）による IRの

定義が広く紹介されている。「IRとは高等教育機

関の内部で実施される調査で，組織の計画立案，

政策形成，意思決定を支援する情報を提供する」

（青山2006，小湊・中井2007，加藤・鵜川2010）１。

日本では彼の定義が上記のように限定的に触れら

れることが多く，その部分だけを見ると総論的で，

抽象性が高い。実際，Saupeはこの総論を基に IR

の有効性について「応用研究」，「評価」，「基礎研

究」，「問題発見」，「アクション・リサーチ」，「政

策分析」の６つ活動から説明している（小湊・佐

藤2011，323頁）。ところが，日本の先行研究では，

前段の総論的な定義の紹介に留まる場合が多い。

　次に，Thorpe（1999）による IRの９類型を考察

してみよう。日本では IRの「役割」や「機能」と

して，①計画策定支援，②意思決定支援，③政策

形成支援，④自己点検活動への支援，⑤ある課題

の調査，⑥データ管理，⑦データ分析，⑧学外へ

の報告，⑨内部への報告の９つが紹介されてきた

（青山2006，沖・岡田2011，小湊・中井2007）。と

ころが，Thropeの原題は「The Mission of Institu-

tional Research」であり，米国の各大学の IR部門が

ホームページに掲載している「業務遂行にあたっ

ての使命」（Mission Statement）の分析に基づいて

いる。端的に言い換えれば，Thropeの研究は必ず

しも IRの業務実態を捉えているわけではない。

　Volkwein（1999）の四象限の枠組み（後に五分類

となる2008，Serban 2002）は，日本の文献の中で

IR「機能」や「役割」の文脈で紹介されることが

多い（青山2006，沖・岡田2011，加藤・鵜川2009，
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小湊・佐藤2011，柳浦2009）。ところが，彼の論文

の原題は「The Four Faces of Institutional Research」

（2009）であり，厳密には IRがどのような「顔」

を使い分けているのかを描写している。Volkwein

は議論の前段として，IRを取り巻く「大学の内的

需要と外的需要の対立」，「教員文化と管理運営文

化の対立」，そして「大学組織の立場と専門領域の

立場の対立」の３つの二重性を指摘している（小

湊・佐藤2011，330頁）。こうした状況を踏まえ，

彼の四象限は X軸で「情報の受け手と目的」を設

定し，「外部向けの説明責任」と「内部向けの改善」

に分けている。Y軸は「組織的な役割や文化」と題

し，「組織的行政管理」と「学術的専門性」に分け

ている。この四象限は，「機関を説明する情報管理

者」，「選択肢を分析する政策分析者」，「最善の事

例を示す広報活動者」，そして「有効性に係る公平

な証拠を提供する学術研究者」の４つの「顔」を

示している（Volkwein 1999, p.17）。以上を要約す

ると，Volkweinは IRを取り巻く時々の文脈に合

わせて，IR実務者が如何に４つの顔を使い分けて

立ち回るのかを描いている。また，Volkweinは彼

自身の考察を述べる為に四象限の枠組を用いたの

であり，各顔の描写は必ずしも実証研究に裏打ち

されているわけではない。

2.2.　IR業務の実施状況

　日本の先行研究は前節で述べたような米国 IR

の機能を概要として列挙することが多い（例えば，

沖・岡田2011，柳浦2009）。従って，米国の IR機

能に関する業務内容や実施状況が具体的に説明さ

れることは少ない。そこで，本節では米国の数あ

るアンケート調査の中でも代表的な Volkwein

（1990）と Delaney（1997）の先行研究から各種 IR

業務の実施状況を概観してみたい。

　Volkwein（1990）は北東部 IR協会の会員を対象

にアンケート調査を実施し，IR業務を詳細に分類

して実施状況を報告している（表１）２。概要をま

とめると，学生の在学継続率の分析や学内外の報

告業務は多くの大学が実施している。他方で，適

格認定や大学の事業計画へのデータ支援，学内の

費用や予算配分の分析を実施している IR部署の

割合は半数に満たない。更に，学習成果の診断に

ついては，IR部署が実施する大学の数は３割以下

に留まる。

　類似の調査では，Delaney（1997）が北東部の大

学を対象にアンケート調査を実施している３。前

述の Volkweinの調査よりも業務分類が大括りに

なっており，単純に比較は出来ないが，回答者の

６割強が入学者と在学者の在籍数に係る分析

（Enrollment Management）を「代表的な業務」と報

告している。他の IR業務については，大学機関に

関する報告業務が約５割，事業計画や政策の分析

や研究調査は約３割，学生調査が１割５分，財務

分析は１割以下である。

　Volkwein（1990）と Delaney（1997）の調査結果

には，ある種の共通項が見られる。多くの大学の

IR部署は学内外の報告業務と学生の在学継続率

の分析を実施しているが，事業計画や学習成果の

診断の実施は比較的少ない４。
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２ 分析対象（Unit of Analysis）は IR実務者ではなく，IR部署で，回答数は122件。
３ 分析対象はIR部署で，回答数は127件。原文にある「代表的（Typical）な業務」について，厳密には頻度（Frequency）と

いう量の他に，「主要な（Primary）」という質の要素が含まれるという議論の余地はあるが，本稿では前者との相関性が

強いという観点で報告している。
４ 最後に，両者の調査に幾つかの制約があることも触れておこう。何よりも調査時期が古く，最新の米国の IR業務を的確

に反映している訳ではない。また，この時代には，独立した IR部署を持っている大学と IR機能が既存の部署（例えば教

務課）に存在する大学で分かれている実態も留意する必要がある。

表１　IR業務の実施状況

（注）　Volkwein（1999）の16頁の表を，筆者らが部分的に

まとめた。

IR業務
左記の IR業務を実施

する大学数の割合

在学継続率の分析 93％

入学に関する分析 82％

州政府へのデータ報告 81％

大学機関情報の年鑑（Fact Book） 77％

適格認定に係る調査 48％

大学の事業計画へのデータ支援 48％

大学の費用や予算配分の分析 44％

学習成果の診断（一般教養） 31％

学習成果の診断（学術専攻） 26％



　以上，本節では IR機能の分類と IR業務の実施

状況を考察した。その中で，筆者らは，既存の IR

機能の分類が，評価関係者の求める IR業務の実態

を十分に提供できないとの認識に至った。その理

由は，Saupe（1990），Thrope（1999），Volkwein

（1999）によるIR機能の分類は，米国で既に数多く

存在する IR業務を概念的に整理する目的で作成

されている為である。端的に言い換えれば，彼ら

の研究は小さな具体事例を大きな枠組みへと抽象

化，分類する志向性を持っている。これとは反対

に，日本の評価実務者は，総論的な IR機能よりも，

各論の IR業務の事例を求めている（大学評価コン

ソーシアム2013）。いわば，米国の先行研究の目的

と日本の実務者の要望は，反対の方向を向いてい

るのである。また，先述の２つのアンケート調査

からは，米国の IR業務の半数以上が報告業務であ

ると読み取れる。

３．研究の設計

3.1．　研究の目的と問いの設定

　本研究の目的は米国の IR業務の実態を捉える

ことにある。取り分け，数ある IR業務の中でも日

本の実務者の間で関心の高い学内の改善に寄与し

た事例を探索する。

　この目的に沿って，更に分析の焦点を絞る為に

研究の問いを設定してみたい。まず大枠の問いは

「米国の IR部署はどのような業務を実施している

のか？」である。我々が構築した四象限の枠組み

を援用することから，副次的な問いは「どのよう

な IR業務が，学外の説明責任と学内の改善に寄与

しているのか？」，更に「IR部署はそれらの業務を

どの頻度で実施しているのか」である。

3.2．　四象限の分析枠組み

　前節の先行研究の論評で指摘した課題を解消す

べく，筆者らは IR業務の実施状況に係る先行研究

（Delaney 1997，Volkwein 1990）を参考にしつつ，

独自の分析枠組みを構築する。準備段階では，ど

のような分析枠組みを米国の IR実務者に提示す

れば，筆者らが探索する IR業務の実践例を引き出

せるのかを検討した。そして，次の３点を考慮し，

新たな四象限の枠組みを作成した。（１）IRの概念

的な機能の類型や行動様式ではなく，具体的な IR

の業務を分析対象として捉える。（２）各種 IR業

務の中でも，取り分け学内の改善に寄与する業務

を抽出できる枠組みにする。（３）米国の IR業務

だけでなく，将来的には日本の評価業務との比較

ができるよう，簡易な枠組みとする。

　では，具体的に四象限の分析枠組みについて説

明しよう。まず，X軸を左右で「学外への説明責任」

と「学内の改善支援」に分けた。この根拠は，IR

や高等教育政策の先行研究（例，Volkwein 1999，

2008）において，両者が対峙するという見方が一

般的な為である。具体例を挙げて考えてみよう。

外部から要請される説明責任の為に実施する自己

点検は，外部からの認定や評価を意識して良好な

達成度を前面に押し出す傾向がある。対照的に，

自己点検の結果を外部へ公開せず，学内の改善に

のみ活用するのであれば，より批判的な分析から

改善点を洗い出したり，構成員の注意を喚起する

ことができよう。このような傾向は程度の差こそ

あれ，日米欧で共通して存在する（Honda 2012）。

　次に，Y軸は上下で「通常業務」と「臨時業務」

に分けた。この観点は，米国の IR業務の実施状況

（Delaney 1997，Volkwein 1990）を参考にしつつ，

米国の現場で勤務する第一執筆者が上司や同僚と

様々な IR業務の進め方を相談する際，常に議論と

なる観点だという経験に依拠した。また，米国 IR

において以前であれば，担当者が臨時業務として

データ収集にあたっていたのが，近年の情報技術

の進展により当該業務が定型化，自動化されたこ

とで通常業務に移行しつつある（柳浦2012）。こう

した状況を捉える為にも臨時業務か通常業務とい

う分岐は時流に即している。更に，この分類は IR

業務の共通性や重要度を判断する１つの物差しに

もなるだろう。通常業務は学内で優先度の高い伝

統的な業務で，大学間に共通した内容が多いであ

ろうと推察される。他方，臨時業務は需要が低い

か，若しくは新規業務の可能性が高い。

　図１の分析枠組みに即して，先行研究で既に紹

介されている IR業務を例示的に分類してみよう。

右上の第一象限は「学内の改善支援に係る通常業

務」となり，学内で制度化されている戦略計画な

どが該当するであろう。左上の第二象限は「学外

への説明責任に係る通常業務」で，連邦政府の高

等教育機関情報（IPEDS）や大学機関情報の年鑑

（Fact Book）の業務が想定される。左下の第三象限

は「学外への説明責任に係る臨時業務」となり，
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州や連邦の報告業務の改変に対応する業務が考え

られる。右下の第四象限は「学内の改善支援に係

る臨時業務」となり，戦略計画の策定時には予期

しなかった新規案件や追加調査などが該当するで

あろう。

3.3．　研究の手法

　研究の手法として訪問面接を採用した。その理

由は次の２つである。（１）四象限の分析枠組みの

妥当性を点検する為，共同執筆者の間で事前に自

分達の部署の業務を整理できるか予行練習を実施

した。ところが，四象限の援用は未だ試験的な段

階にあることは否めない。調査にあたり，各象限

の定義を明確にしたり，補足説明する必要性を想

定し，面接調査が適切だと判断した。（２）また，

被面接者が自由に意見を述べられるよう，大学名

と被面接者名を匿名で発表することを約束した。

これにより，公式文書や報告書ではあまり現れな

い被面接者の本音を収集するよう試みた。2011年

10月16～18日の計３日間で中部適格認定協会の

管轄地域にある５つの大学を訪問し，IE担当副学

長，IR部門長と専門職員の合計９名に対して面接

調査を実施した（表２）。準備段階では，訪問調査

の約１週間前に我々の分析枠組みを被調査者へ E

メールで送付し，事前に目を通してもらうようお

願いした。

3.4．　訪問調査大学の概要

　先行研究（Delaney 1997，本田2011）が大学の類

型（研究大学，教養教育大学など）により米国の
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　　　　　　　（注）　筆者ら作成

表２　調査訪問大学の概要

訪問校 被面接者 学生収容数 特徴

遠隔教育 A大学 IE担当副学長

IR担当員

（２名）

20,000名以下 学士と修士の課程を設置しており，州内に複数の学習センターを持

つ。社会人学生が多く，Online授業と対面授業を提供している。

私立教養 B大学 元 IR部門長

（Director）

5,000名以下 学士課程のみで大学院は持たない。学生の多くが学生寮で生活してお

り，少人数教育が売り。

私立工科 C大学 IR部門長

（Director）

10,000名以下 学部生の入学選抜率は高く，博士課程は留学生が多い。教員は研究で

外部資金を多く獲得している。

州立 Dコミュニ

ティ・カレッジ

IR部門長

戦略計画部長

（２名）

15,000名以下 入学選抜はほぼ全入で，短期大学の一般教養と専門学校の職業訓練の

ような教育プログラムを幅広く提供している。

州立 E研究大学 IE担当副学長 20,000名以下 学部生の入学選抜率はそれ程高くなく，一般教育科目は大規模な講義

室で開講される。教員は概ね自身の研究と博士課程の教育に力を入れ

ている。



IR部署の形態と役割が異なると示していること

から，本研究は州立遠隔教育大学，私立教養教育

大学，私立工科大学，州立コミュニティ・カレッ

ジ，州立研究大学と多様な大学を選定した。面接

調査は匿名を約束して実施したことから，訪問大

学の情報はあくまでも概略に留めて表２にまとめ

る。

４．米国の大学の事例分析

　本節では四象限の分析枠組みを用いて，米国 IR

の各種業務が４つの象限のどこに位置付けられて

いるのかを明らかにしてみたい（図１を参照）。各

種業務の一般的な説明は先行研究に譲り（柳浦

2009），ここでは IR部署の基本的な構成と改善支

援業務の簡単な様子を描写するに留める。

4.1．　州立A遠隔教育大学

　当校における IRは組織運営の有効性（Institu-

tional Effectiveness，以下 IE）部署へと発展し，学

長室に直属で設置されている。IE担当副学長の下

で，IR，戦略計画，学習成果の診断，データ管理

の４つの部門に分かれており，各部門の長（Direc-

tor），専門員，秘書を含め，合計９名で構成されて

いる。

　IE担当副学長によれば，当該部署は「臨時業務」

を「通常業務」に，「学外への説明責任」に係る業

務を「学内の改善支援」に係る業務へと転換して

いくというのが基本的な姿勢である。また，執行

部とのやり取りの中から将来的により重要となる

データを見極めている。この為，本研究の分析枠

組みに沿って明確に分類するのは難しい。だが，

強いて言うのであれば図２のような業務の分類が

できる。

　学内の改善を支援する通常業務の例は次の通り

である。戦略計画の内容自体は学長をはじめ，副

学長や全学委員会が作成した。これを戦略計画の

部門長（Director）が戦略計画の施行を管理する

Webシステムを通じて，学内の全部署の計画策定

と進捗状況を取りまとめている。学習成果の診断

は一般教育と専門教育の次元で定期的に実施され

ており，専門員が中心となり学科長や学務部署と

連携して進めている。入学者数は毎週，在学継続

率は毎学期，学部長に報告され，改善策を議論す

る際の基礎資料となる。

　学内の改善へ向けた臨時業務として次の例があ

る。学事暦の変更に向けて，教員と学生を対象に

Onlineのアンケート調査と電話調査を実施した。

包括的な調査で執行部は喜んだが，反対の態度を

取る教員は調査結果を完全に理解せず，曲解する

場合もあった。最終的には学事暦の変更は全学代

表の決議により決定した。職場風土に関する調査

では，教職員間の人種差別やいじめによる問題に

ついて Onlineアンケート調査と電話調査を実施

した。

　学内の改善業務に対して，構成員が様々な見解

を示すのは自然である。より幅広い声を集約する

為にどのような調査でもアンケート調査だけに依

存せず，電話調査でより詳細な事情を把握するよ

う努めている。

4.2．　私立B教養教育大学

　当校の IRは組織運営の有効性（IE）部署へと発
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展し，学務筆頭副学長（Provost）の下に置かれて

いる。IE部署は IRの他に，戦略計画，学習成果の

診断，適格認定対応の４つの部門を包括し，IE担

当副学長，IRの部門長（Director），IR専門員，学

習成果の診断の部門長の４名で構成されている。

訪問時は IE担当副学長が着任して間もなく，IR

部門長も不在のため，前任の IR部門長が面接調査

に対応した。IE部署の全体的な業務内容とその分

類は図３の通り。執行部は中部適格認定協会への

対応に注意を払っており，IE部署はその支援業務

として基準７の組織運営の有効性と基準14の学

生の学習成果の診断の業務を優先している。

　学内の改善を支援する通常業務の例は次の通り。

戦略計画の進捗を示す主要業績の指標は既に大学

年鑑（Factbook）の中に掲載されている。これによ

り，主要業績の指標が単に執行部内だけでなく全

学的に共有されるようになる。２年次への進級率

は学生寮への設備投資と密接に関わる為，施設管

理部署と共同で分析にあたっている。入学率の分

析では，出願者のどのような要素が在学継続率を

上げるのかを分析した。一般的な傾向であるが，

教養教育大学の場合は高校での GPAが入学後の

在学継続率に影響を与えている。こうした分析結

果は学生募集選考（Admissions）部署に報告され，

担当部署がより相応しい学生を募集する為の参考

資料として役立てている。学習成果の診断は教員

の反発があり，実施は難航しているが，学務筆頭

副学長（Provost）が学部と IE部署の間に入り，調

整を進めている。

　学内の改善へ向けた臨時業務の例として次が挙

げられる。学内の様々な部署や学部が独自に学生

調査などを実施する際に，調査項目の設計やアン

ケートの配布といった面で支援する。同時に，そ

のような調査結果の妥当性や信憑性についても

IR部署が点検する場合もある。他では，学務筆頭

副学長（Provost）が臨時で要望する様々な案件に

関して学内情報の分析を行っている。

4.3．　私立C工科大学

　IR部署は学務筆頭副学長（Provost）の下に置か

れ，IR部門長（Director），IR専門員，学習成果の

診断専門員の合計３名で運営されている。IR部署

の全体的な業務内容と分類は図４の通りで，IR部

門長は執行部からの要望に対応する中で，部署内

の業務の調整等を行っている。業務分類の割合は，

通常業務が２割，臨時業務が３割，学内の改善に

係る業務が１割，学外への説明責任に係る業務が

４割となっている。

　学内の改善を支援する通常業務として次の例が

ある。大学の情報集積と単純集計システム（Data 

Warehouse）は主要業績指標の作成と競合校との

比較分析を既に組み込んで設計されている。この

システムでは学長，副学長，学部長と階層別に入

手可能な情報を制限している。彼らが自分で必要

なデータを引き出せるようになり，IR部署の報告

業務を削減できた。他では，学生の家計所得など

から奨学金の適正な給付額を割り出し，その額を

抑えることで大学の支出を抑制できた。

　学内の改善へ向けた臨時業務には次の例が挙げ

られる。当校は工学系の大学であることから，男

子学生の割合が圧倒的に高い。この状況に関し，

学生の性別で成績や在学継続率を分析し，その結
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果をもとに女子学生の入学と学生生活支援のプロ

グラムを拡充した。学習成果の診断は学務筆頭副

学長（Provost）の下に専門員が各学部や研究科の

支援をするが，研究大学の性格から教員の協力を

仰ぐのに腐心している。

4.4．　州立Dコミュニティ・カレッジ

　当校の IR部署は全体の業務を統括する組織運

営の有効性（IE）担当副学長の下に置かれており，

IR部門長（Director）と専任の専門員２名の合計３

名で運営されている。適格認定や他の業務が集中

する時期には非常勤を有期で雇用している。IR部

署の業務内容と分類は図５の通り。

　図５を参照すると，学内の改善を支援する通常

業務の例として２つ挙げられる。IR部署は学部学

科に関するデータ（出願，入学，在学，転学，退

学者数など）をまとめたホームページを設置し，

学部の自己点検の際にデータを提供している。州

立大学の学生意見調査の結果は執行部が細心の注

意を払っており，学内の改善業務の参考資料にし

ている。

　学内の改善へ向けた臨時業務では，学内の様々

な部署からのデータ収集や分析に関する要望に応

えている。また，学習成果の診断では，一般教育

の場合は授業に組み込んだ（Course-embedded）測

定手法を採用することで教員の負担を軽減してい

る。

4.5．　州立E研究大学

　当校の IRは組織運営の有効性（IE）部署へと発

展し，学務筆頭副学長（Provost）の下に置かれて

いる。IE担当准副学長，部門長（Director）は IR

担当と各種調査担当で１名ずつ，１名の学習成果

担当の准部門長（Associate Director），２名の IR専

門員，そして１名のデータ・ベース担当員の合計

７名で構成されている。図６のような業務内容と
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分類になっており，各業務を大きく振り分けると

通常業務が６割から７割，臨時業務が３割となっ

ている。

　学内の改善を支援する通常業務の例は次の通り。

競合校との比較分析は学生や教員数に限らず，教

員の研究費や表彰数など外部のデータを用いて定

期的に実施している。また，教室の規模と履修者

数を分析し，今後の施設設備の計画に役立ててい

る。

　学内の改善へ向けた臨時業務の例として，次の

事項が挙げられる。財務分析については，学務筆

頭副学長（Provost）が中心となり全学代表委員会

を設置し，IE部署はその審議の材料となる基礎情

報を提出した。財務情報は慎重な取り扱いが必要

であり，財務部と IT部門の協力を仰いだ。学習成

果の診断は各学部に実施担当員を配置しており，

IE部署の専門員は学部の担当員と連携して業務

を進めている。

５．調査結果の分析と考察

　本節では先述した５つの訪問校の各種 IR業務

を集約する。前節3.1で設定した研究の問いに沿っ

て，分析を進めてみたい。

5.1．　四象限分析の集約

　まず最初の研究の問いである「米国の IR部署は

どのような業務を実施しているのか？」について

概観してみよう。まず，５つの大学の回答を図７

に集約した。これは，５つの大学が各種 IR業務を

どの象限に分類したかの頻度をもとに作成してい
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る。３校以上が同じ分類をした業務は実線で，そ

れ以下の業務は破線で囲った。

　次に，「IR部署が各種業務をどの頻度で実施し

ているのか？」の問いについて考えてみたい。こ

れは，四象限枠組みの Y軸の上側，「通常業務」で

より明確な傾向が現れた。事例校の過半数以上が，

学外の各種報告業務（第二象限）と学生の在学継

続率（第一象限）を挙げている。これらの業務は

大学の規模や特性に関わらず，IR部署に共通した

業務内容と実施状況といえよう。

5.2．　学内の改善を支援する IR業務

　続いて，「どのような IR業務が学内の改善に寄

与しているのか？」について考察してみたい。こ

れは，四象限枠組みの X軸の右側に分類された IR

業務が相当する。更に，その「改善支援」の中で

も，通常業務か臨時業務に分けられる。この分析

視点は様々な示唆を与えてくれる。例えば，ある

改善業務が通常で実施される場合は，それが IR業

務として確立されており，IR/IE部署の責任の所

在が大きいと考えられる。対照的に，改善業務が

臨時で実施される場合は，それが新規業務で，遂

行するにあたり情報技術や人的資源が未整備な可

能性がある。また，ある案件に対する IR/IE部署と

関係部署の責任所在が不明確である場合も考えら

れる。

　まず，「学内の改善に係る通常業務」の改善例を

幾つか要約してみよう（第一象限）。私立 B教養大

学と州立 Dコミュニティ・カレッジは学生寮や教

室，駐車場といった設備投資の規模を見極めるた

めに，２年次への進級率の分析を活用していた。

また，私立 C工科大学は奨学金を給付した学生の

在学継続率を追跡していた。奨学金給付はいわば

学生への投資であり，受給した学生にはきちんと

卒業してもらいたい。在学継続率の分析結果は，

奨学金給付の選考基準の見直しや戦略的給付の参

考資料になっている。以上の事例から読み取れる

ように，財務と密接に係わるデータ分析は一般的

に改善への活用度が高いようである。

　学習成果の診断，戦略計画，大学の主要業績指

標，競合校との比較分析の４つは，大学により学

内の改善に係る通常業務か臨時業務かで分かれた。

これらの業務を表３の行に並べ，通常業務と臨時

業務とを列で分け，各事例校がどこに当てはまる

のかをまとめた。先の「事例校の選定」で述べた

ように，本研究は大学の類型（研究大学，教養教

育大学など）が，IR部署の形態や学内の改善支援

業務に影響を与えているという前提に依拠してい

る。以下，表３をもとに，学内の改善業務に係る

事例校の実施形態の違いについて比較考察を試み

たい。

　まず，学習成果の診断を検討してみよう。州立

A遠隔教育大学は専門員を配置しており，彼が中

心となって一般教育科目や各学部学科の学習診断

の作業を取りまとめている。私立 B教養教育大学

では IE部署が学習成果の診断の結果を定期的に

大学年鑑（Fact book）に掲載していた。以上の理

由で両校のIE部署は学習成果の診断を通常業務と

位置付けたようだ。対照的に，これ以外の大学は

学習成果の診断を臨時業務に分類した。私立C工

科大学と州立 E研究大学は学部学科が多数で，教

授会の自律性が高いことから，IR/IE部署は間接
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表３　学内の改善を支援する IR業務と実施状況

学内の改善に係る 臨時業務 通常業務

学習成果の診断 私立 C工科大学

州立 Dコミュニティ・カレッジ

州立 E研究大学

州立 A遠隔教育大学

私立 B教養教育大学

戦略計画 私立 B教養教育大学

私立 C工科大学

州立 Dコミュニティ・カレッジ

州立 E研究大学

州立 A遠隔教育大学

大学の主要業績指標 私立 B教養教育大学

私立 C工科大学

競合校との比較分析 州立 A遠隔教育大学

私立 B教養教育大学

私立 C工科大学

州立 E研究大学



的，若しくは限定的な支援業務に留まっていたよ

うである。州立 Dコミュニティ・カレッジについ

ては，IR部署に学習成果の診断の専門員が配置さ

れていない。これらの理由から，残りの３大学は

学習成果の診断を臨時業務と位置付けたのであろ

う。

　次に，戦略計画を考察してみたい。州立 A遠隔

教育大学は戦略計画の部門長を配置し，彼女が全

学体制の指揮を取っている。各学部長と各事務部

門の長（Director）が年度の目標と指標を示し，そ

の進捗を報告するWebシステムを導入していた。

それ以外の大学は，戦略計画を臨時業務として

扱っている。その中でも，私立 B教養教育大学と

私立 C工科大学の IR/IE部署が，戦略計画の関連

業務である大学の主要業績指標を通常業務に位置

付けたのは興味深い。これは，同校の IR/IE部署が

業績指標を提供することで，間接的に戦略計画を

支援しているが，州立 A遠隔教育大学の IE部署

のように主導的な立場で戦略計画を実施していな

いことを示している。

　最後に，競合校との比較分析について考察する。

私立 C工科大学は学内のデータ集積システム

（Data Warehouse）に競合校との比較分析が既に組

み込まれており，執行部が容易に閲覧できる体制

を整えていた。州立 E研究大学は自校の現状に見

合った大学（Current Peers）と，将来の目標に位

置付けている大学（Aspirational Peers）で２つの競

合校リストを作成し，学内のデータ分析に用いて

いる。また，米国では研究大学の方が競合校と比

較するデータや指標がより豊富に存在することも，

両校が競合校との比較分析を通常業務として遂行

する一助となっているようだ。対照的に，州立 A

遠隔教育大学は比較競合校の選定自体が困難であ

り，比較可能なデータが限られているので臨時業

務に位置付けていた。

5.3．　学生調査の有効性

　最も拡散して複数の象限に分類された業務に，

全米の学習実態調査と州立の学生意見調査がある。

これら２つの学生調査を各事例校がどのように分

類したのかを表４にまとめた。なぜ学生調査の業

務が「学外への説明責任」と「学内の改善支援」

で分かれたのだろうか。２つの要因が推察される。

　１つ目の要因は，学生調査の結果である。州立

A遠隔教育大学の IE担当副学長は「学外への説明

責任に係る業務」として位置付けた。その背景と

して，「州立大学学生意見調査では常に上位に入っ

ており，執行部は喜んで結果を学生募集の広告に

引用するが，学内の改善には結び付けられない」

と述べている。対照的に，私立 B教養教育大学の

元 IR部長は「学内の改善に係る業務」として位置

付けた。その理由として「学生の学習実態の結果

が思わしくなかったのを機に，学内で指導的な立

場にある教員が調査結果の向上に結びつける取り

組みを始めた」と指摘している。

　２つ目の要因として，学生調査の実施回数が学

内の改善の進度に関係するようである。私立 B教

養教育大学は全米の学習実態調査を２，３回程度

は実施している。最初の調査結果が学内で共有さ

れた際に，一部の教員が関心を持ち，教授法の改

善を進めた。次の調査ではその効果がみられ，学

生から肯定的な結果が得られたそうである。対照

的に，それ以外の大学は全米の学生実態調査の実

施が１度か２度に限られていた。この為，学生調

査が学内で十分に認識されておらず，改善の議論

や合意を取り付けるのは難しいだろうと想像でき

る。

　面接調査の内容からは明らかにされなかったが，

以上の要因の他に，学生調査の質問内容自体も，

学内の改善の規模や進度に影響すると思われる。

州立大学の学生意見調査は学生支援に関する内容

が多く，一般的に学生支援や教務などの事務部門

は学生の満足度に対して，より敏感に反応する。

本田，浅野，嶌田：米国のインスティテューショナル・リサーチ（IR）業務の実態を整理する：説明責任，改善支援，通常業務，臨時業務の観点から 75

表４　学生調査業務の類型

学外への説明責任 学内の改善支援

州立大学学生意見調査 通常業務 州立 A遠隔教育大学 州立 Dコミュニティ・カレッジ

全米学習実態調査 通常業務 州立 E研究大学 私立教養 B大学

臨時業務 州立 A遠隔教育大学

私立 C工科大学

州立 Dコミュニティ・カレッジ



他方で，全米の学習実態調査は学生の学習経験や

修得した技能に関する設問が多い。これは学科の

教育課程や教員の教授法に関係するもので，教授

会が対応する。学部学科の自律性が高いことから，

執行部はあまり強く改善を要請できず，変化の速

度は事務部門よりも遅いのが一般的である。

　ここまで，５つの事例校の業務分類を総合的に

分析した。本研究の標本数は限られるものの，先

行文献の論評で言及した内容と同じような傾向が

見受けられた。まず，本調査では学外への報告業

務と学生の在学継続率の分析が通常業務として分

類されたが，これは Delaney（1997）と Volkwein

（1999）の調査結果でも実施状況が高い。また，本

調査では戦略計画，学習成果の診断，学生調査の

実施状況は，大学により通常業務か臨時業務で異

なっていた。これらの業務は，Delaney（1997）と

Volkwein（1990）の調査結果でも，実施状況が比較

的に低いことが確認されている。

６．四象限分析の制約と今後の研究への示唆

　以上，調査結果をまとめたが，援用した四象限

による分析では一定の制約があったのも事実であ

る。これらの留意点に基づき，今後の研究への示

唆をまとめてみたい。

　１つ目の課題は，研究手法において被面接者の

個人的な認識に多く依拠している点である。彼ら

がある業務に関してどの程度の情報量を持ち得て

いるのか，その業務に対する目標値や期待度に

よっても，業務の分類が変わってくるだろう。

　例えば，IE担当副学長や IR部門長（Director）

は執行部と密接に連携することから，全学的な改

善の動きに関しては多くの情報量を有している。

この為，IR業務を改善に寄与すると分類する傾向

が高いと考えられる。対照的に，IR専門員は全学

的な動向を知る機会は限られることから，同じ IR

業務でも説明責任に分類するかもしれない。若し

くは，IR専門員が IE担当副学長や IR部門長の知

らない，現場での小さな改善活動に関して情報を

収集していれば，逆にその IR業務を改善支援とし

て分類する可能性もある。こうした認識の違いは，

遠隔教育 A大学において IE担当副学長と IR専

門員に別々の面接調査を実施した際に読み取れた。

　この課題を少しでも解消する為，今後の研究で

は各象限に業務を分類する際の定義や基準を予め

設けておく必要がある。例えば，「学内の改善支援」

に分類する基準として，（１）改善の議論が始まっ

たばかりなのか，（２）改善に関する公式文書が存

在するのか，（３）改善策は施行され，その効果の

検証をしているのか，等が考えられる。重要な点

は，被面接者の認識に加え，何らかの形で改善と

判断できる根拠資料を収集することである。

　２つ目の課題として，IR業務の全体と部分を精

査する必要がある。例えば，連邦政府の高等教育

機関情報（IPEDS）や大学組織情報の年鑑（Fact-

book）といった業務は大学の諸活動に係る様々な

学内データを総合的に集約している。調査結果で

は，これらの業務が外部への説明責任として分類

された。ところが，IR部門はこうしたデータ集の

中に含まれている入学者や在学者のデータを用い

て，経年分析や将来予測，若しくは競合校との比

較分析をして学内の改善支援へと発展させている。

言い換えれば，「学外への説明責任の通常業務」と

して作成されたデータが，「学内改善に向けた通常

業務」へと流用されているのである５。この課題に

ついては，ある業務が他の業務に流用されている

事例があるのかを被面接者に確認することで一定

の解消が見込まれるであろう。

　似たような観点で，ある業務の二面性を検討す

る必要も見受けられた。中部適格認定協会への対

応はその一例である。ある面では，適格認定の報

告業務そのものは定型化されており，外部への説

明責任の色彩が強い６。別の側面では適格認定協

会は大学に継続的な改善を要求しており，これに

対し IR部門は改善に係るデータを作成する必要

がある。ところが，調査結果ではどの大学も適格

認定を学内の改善支援には分類していない。これ

は，適格認定が学内の改善に必ずしも寄与してい

ない訳ではなく，IR部署の業務が情報提供に限ら

れ，実際の改善は学内の他部署が担うからであろ

う。この課題を解消するには，IR/IE部署が当該業
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５ この発想は，加藤・鵜川（2009）が独自の分析枠組みの中で，IR業務の高度化という観点から「定型業務」と「研究開発」

に分けているのと共通性がある（239頁，図２）。
６ 米国では地域適格認定で否認可になると連邦政府の学生奨学金の受給資格を失うことになる。外郭団体により課せられ

た義務であることから，大学内では外部への説明責任と認識することが多い。



務を主導で実施しているのか，または他部署の活

動を情報提供により支援しているのかを被面接者

に確認することで解消されよう。

　最後に，IRの定義についても制約がみられた。

日本では IRという用語が，教学運営や法人経営と

いった複数の領域に適用されるという考え方があ

る（沖・岡田2011）。ところが，米国の事例校では

IEという用語が，IR，学習成果の診断，戦略計画

を統括する総称として用いられていた。言換えれ

ば，日本では IRが上位概念として用いられている

が，米国では IEが上位概念で，IRは下位に相当す

る。これについては，いずれ日本が IRという用語

を再検討する必要があるかもしれない。例えば，

日本の教学 IRというのは，米国では学習成果の診

断（Assessment）に類似すると考えられる。

　上記の研究手法に関する制約を解消するという

前提で，本稿の四象限分析を今後の研究にどのよ

うに援用できるのか３つの観点から考えてみたい。

１つ目の観点は比較研究である。日本の大学評価

室の業務を四象限の枠組みにより分析し，今回の

米国の調査結果と比較できるであろう。２つ目の

観点は IRの業務量分析である。本調査では筆者ら

の意図を越えて，私立 C工科大学，州立 E研究大

学の被面接者が自身の IR若しくは IE部門の業務

量を四象限に沿って説明してくれた。これは，

Delany（1997）や Volkwein（1990）とは異なる視

点で IR業務の実施状況を捉えた，新しい分析手法

に成り得るかもしれない。日本の大学評価室にお

いても，同様に各種業務量の分析が可能であろう。

３つ目の観点は IR業務の転換に係る分析である。

これについては，本調査の後に，筆者らが新たな

分析視点を開発している。具体的には（１）臨時

業務から通常業務への転換を IR部署の「効率の向

上」，（２）学外への説明責任から学内の改善支援

への転換を IR部署の「有効性の向上」，（３）そし

て両者の要素を混ぜ合わせ，第二，三，四象限に

分類される各種 IR業務をできるだけ第一象限の

「学内の改善支援に係る通常業務」へと活用，転換

することで IR部署の「効率と有効性，双方の向上」

と３つに整理できる（Honda, Asano, & Shimada 

2014）。

　今後の研究の展開として，筆者らは四象限の枠

組みを用いて日本の評価室の業務分析を考えてい

る。日米で共通の分析枠組みを援用することで，

逸話的な観察を越えた，より的確な比較考察を導

き出せるであろう。

７．四象限の分析枠組みを実務面で活用す
る可能性

　先述したように，被面接者らは四象限の分析枠

組みを即座に理解し，IR部署の業務量や業務の転

換に係る分析に応用して見せた。この経験をもと

に，筆者らは四象限の分析枠組みが実務面でどの

ように活用できるのかを訪問調査後に検討した。

まず１つ目の方法として，業務量や業務分担の検

討に活用できよう。評価室内で業務分担を検討す

る際に，四象限の枠組みを土台として各室員がど

の業務に対して，どの程度の時間を割いているの

かを議論するのである。その中から，業務量の再

分配や室員間の協力体制を敷くなど，評価室内部

の改善を進めることが出来るかもしれない。２つ

目の方法として，評価室と執行部が評価業務の優

先順位や支援体制を検討する際にも四象限の分析

枠組みを活用できる。例えば，数ある評価業務の

中で，学外への説明責任と学内の改善支援の観点

からどの業務を優先すべきなのか。また，臨時業

務で場当たり的に対応するのではなく，通常業務

として効率よく対処するには，どの程度の人員配

置と情報システムの整備が必要なのか。四象限の

枠組みは，これらの検討をより効果的に進める為

の一助となるであろう。

　以上，四象限の分析枠組みの実務面で活用する

可能性を示したが，活用の際の留意点についても

言及したい。当然のことながら，評価担当副学長，

評価室長，評価担当者の間で，評価業務に関する

理解や情報量に差異がある。この為，議論の中で，

当人には明白だった事実が他者にはそうでない場

合もあるだろう。また，置かれている立場の違い

から，ある業務に対する重要度や期待値が異なる

ことも考えられる。こうした認識の差を恐れたり

批判し合うのではなく，異なる視点を尊重し合い，

共通認識を深めていくことが重要である。

　今後の展開として，四象限の枠組みの実務面で

の活用を広げようと考えている。四象限の枠組み

は，IR業務の定義や機能の観念論を越えて，各大

学の必要性に沿った IR部署を形成する際の有効

な道具となるであろう。実務面での活用の手始め

として，筆者らは全米 IR協会の年次大会で四象限
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の枠組みをポスターで発表した（Honda, Asano, & 

Shimada 2014）７。参加者の声を要約すると，「これ

までは，数十から百にも上る IRの業務を箇条書き

でしか表せなかったが，四象限の分析を活用すれ

ば，膨大な IR業務プロジェクトを容易に整理し，

学内の関係者に説明や交渉ができる」という示唆

を得た。今後，日本でも四象限の枠組みを用いて

評価室の業務整理や点検を進めたいと考えている。
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［ABSTRACT］

Four-Quadrant Framework for Analyzing Institutional Research Projects in the 
United States: Through the Scope of Accountability, 
Improvement, Routine, and Ad-hoc Basis Work

HONDA Hirosuke＊, ASANO Shigeru＊＊, SHIMADA Toshiyuki＊＊＊

　While the interest and expectation of Institutional Research (IR) has been increasing in Japanese higher educa-

tion, few prior studies could provide concrete examples of how IR projects are related to external accountability 

and internal improvement. Therefore, we created our own four-quadrant framework and conducted site-visit in-

terviews with the vice presidents and directors of IR and Institutional Effectiveness offices at five different col-

leges and universities in the United States. In this analysis of IR project on a routine-basis, the federal and state 

reporting was categorized as “external accountability” and retention analyses as “internal improvement.” This 

study also found that some IR/IE officers utilized data created through external reporting to conduct advance anal-

ysis for internal improvement such as strategic planning, student learning outcomes assessment, and peer com-

parisons.
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